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令和 5年度東温市公営企業会計決算審査意見書の提出について 

 

 地方公営企業法第 30 条第 2 項の規定により審査に付された、令和 5 年度東温市公

営企業会計決算を審査した結果、次のとおり意見書を提出します。 
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凡          例 
 
１ 本文及び表中の金額・比率等の数値は、原則として表示単位未満を四捨五入したもの

であり、決算書及び決算付属書類と一致しない場合がある。 
２ 各表中の符号の用法は次のとおりである。 

「 － 」・・・該当数値がないもの 
「 △ 」・・・比較により減少したもの 
「皆増」・・・前年度に数値がなく全額増加したもの 
「皆減」・・・当年度に数値がなく全額減少したもの 
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令和５年度東温市公営企業会計決算審査意見 

 

 

 

１ 審査の対象 

令和５年度東温市水道事業会計決算 

令和５年度東温市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期日  令和６年７月２２日 

 

３ 審査の場所 

 東温市役所 監査委員事務局 

 

４ 審査の方法 

審査に付された決算書及び決算付属書類が、地方公営企業法その他関係法令の規定に基づい

て作成され、これら書類の計数、事業の経営成績及び財政状態が正確かつ適正に表示されてい

るか否かについて審査した。 

また、主要な施策の成果等、事業実態の詳細を聴取・把握することによって、審査内容の精

度を高めることに努めた。 

 

５ 審査の結果 

審査に付された決算書及び決算付属書類は、地方公営企業法その他関係法令の規定に基づい

て作成されており、令和５年度経営成績及び令和５年度末の財政状態を正確かつ適正に表示し

ているものと認められた。 
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東 温 市 水 道 事 業 会 計 

 

１ 事業の概要 

令和５年度末の給水人口は 3万 2,107 人で前年度と比較して 171 人（0.5％）の減、給水

戸数は 1万 3,202 戸で前年度と比較して 31戸（0.2％）の増となっている。 

行政区域内人口に対する普及率は 97.37％で前年度と比較して 0.02％増加しており、全国

平均が 87.03％であることから高い普及率となっている。 

有収水量は 336 万 2,581 ㎥（一日平均 9,187 ㎥）であり、前年度と比較して約 3 万 7 千㎥

の減となっている。 

１日当りの配水能力に対する日平均配水量の割合をいう施設利用率は 52.26％で、全国平

均 59.40％を下回り、１日当りの配水能力に対する日最大配水量の割合をいう最大稼働率は

57.28％で、全国平均 75.74％を下回っている。 

有収水量１㎥あたりの水を配水するために要した費用をいう給水原価は、前年度と比較し

て 8.96 円減少して 218.11 円となったが、全国平均 165.77 円を大きく上回っている。給水原

価が大幅な減となったのは、減価償却費及び支払利息等の経常費用の減少によるものである。 

有収水量１㎥あたりの給水収益をいう供給単価は、前年度と比較して 1.17 円増加して

157.84 円となっており、全国平均 155.32 円を上回っている。 

給水原価と供給単価の関係は、経営面からは「給水原価≦供給単価」が望ましい。給水原

価は、減価償却に伴い長期的には全国水準に近づくものと思われるが、当面の間、供給単価

との乖離が続くと考えられる。 

工事の実施状況については、上林水源地改修工事、川内地区配水管更新工事（１工区）、川

内地区重要給水施設配水管耐震化工事（１工区）、下水道工事及び田窪第２工業団地整備事業

に伴う水道管移設工事等を行っている。 

 

水道事業の実績 

項      目 単位 
令和５年度 

(A) 
令和４年度

(B) 
比較増減 

(A-B) 
増減率 
(A-B)/B 

行政区域内人口 人、％ 32,974 33,157 △183 △0.6 

給水区域内人口 人、％ 32,325 32,496 △171 △0.5 

給水人口 人、％ 32,107 32,278 △171 △0.5 

給水戸数 戸、％ 13,202 13,171 31 0.2 

総配水量 ㎥、％ 3,915,203 4,037,712 △122,509 △3.0 

内 

訳 

有 効  

水 量 

有収水量 ㎥、％ 3,362,581 3,400,051 △37,470 △1.1 

無収水量 ㎥、％ 8,913 12,755 △3,842 △30.1 

無効水量 ㎥、％ 543,709 624,906 △81,197 △13.0 

有収率 ％ 85.89 84.21 1.68 (82.40) 

配水管延長 千ｍ、％ 378 377 1 0.3 

普及率(対行政区域内人口) ％ 97.37 97.35 0.02 (87.03) 

普及率(対計画給水人口) ％ 102.51 103.06 △0.55 (88.67) 

普及率(対給水区域内人口) ％ 99.33 99.33 0.00 0.0 

施設利用率 ％ 52.26 54.04 △1.78 (59.40) 

最大稼働率 ％ 57.28 64.03 △6.75 (75.74) 

給水原価 (税抜き) 円 218.11 227.07 △8.96 (165.77) 

供給単価 (税抜き) 円 157.84 156.67 1.17 (155.32) 
(注) 1. 地方公営企業決算統計検収調書経営分析表、水道事業経営指標（令和４年度）による。 

2. (  )内の数値は全国平均を示す。全国平均は、給水人口 3万人以上 5 万人未満の法適用事業体の数値である。 
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２ 予算執行状況 

 

(1) 収益的収入及び支出 

収益的収入は、予算額 8 億 1,027 万円に対して決算額 8 億 1,592 万 3 千円で、執行率は

100.7％となっている。前年度と比較して、決算額は 5,914 万 3 千円（6.8％）の減となっ

ている。 

収益的支出は、予算額 10億 1,233 万 7 千円に対して決算額は 9億 3,103 万 4 千円で、執

行率は 92.0％となっている。前年度と比較して、決算額は 7,922 万 4千円（7.8％）の減と

なっている。 

なお、収益的支出が収益的収入を 1億 1,511 万 1千円上回っている。 

 

(単位：千円、％、税込) 

 令和５年度 令和４年度 
比較増減 

(B-C) 
増減率 
(B-C)/C 予算現額 

(A) 
決 算 額 

(B) 
執 行 率 

(B/A) 
決 算 額 

(C) 

収 
益 
的 
収 
入 

営業収益     590,286 592,677 100.4 595,711 △3,034 △0.5 
営業外収益 219,983 223,246 101.5 279,355 △56,109 △20.1 
特別利益 1 0 0.0 0 0 - 

計 810,270 815,923 100.7 875,066 △59,143 △6.8 

収 
益 
的 
支 
出 

営業費用 841,900 756,805 89.9 785,089 △28,284 △3.6 
営業外費用 153,961 160,698 104.4 174,881 △14,183 △8.1 
特別損失 14,476 13,531 93.5 50,288 △36,757 △73.1 
予備費 2,000 0 0.0 0 0 - 

計 1,012,337 931,034 92.0 1,010,258 △79,224 △7.8 
収支差引額 △202,067 △115,111 57.0 △135,192 20,081 14.9 

(注)営業外費用には消費税納付税額等を含む。  

 

(2) 資本的収入及び支出 

資本的収入は、予算額 3 億 9,100 万 6 千円に対して決算額 3 億 2,555 万 2 千円で、執行

率は 83.3％となっている。前年度と比較して、決算額は 1,680 万 2 千円（5.4％）の増とな

っている。決算額の主なものは、出資金 2 億 7,766 万 5 千円、工事負担金 3,318 万 2 千円

となっている。 

資本的支出は、予算額 9 億 5,001 万 8 千円に対して決算額 8 億 4,056 万 6 千円で、執行

率は 88.5％となっている。前年度と比較して、決算額は 2 億 6,366 万 3 千円（45.7％）の

増で、決算額の主なものは、企業債償還金（元金）5 億 1,144 万 7千円、投資１億 7,514 万

5 千円、建設改良費として送配水施設等改良費 1億 2,335 万 7 千円となっている。 

なお、資本的支出が資本的収入を 5 億 1,501 万 4 千円上回っており、内部留保資金から

補てんしている。 
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(単位：千円、％、税込) 

 令和５年度 令和４年度 
比較増減 

(B-C) 
増減率 
(B-C)/C 予算現額 

(A) 
決 算 額 

(B) 
執 行 率 

(B/A) 
決 算 額 

(C) 

資 
本 
的 
収 
入 

 

企業債 47,100 0 0.0 0 0 - 
国庫支出金 18,125 7,500 41.4 0 7,500 皆増 
工事負担金 41,994 33,182 79.0 26,126 7,056 27.0 
出資金 277,665 277,665 100.0 273,879 3,786 1.4 
加入金 6,122 7,205 117.7 8,745 △1,540 △17.6 

計 391,006 325,552 83.3 308,750 16,802 5.4 

資 
本 
的 
支 
出 

建設 

改良 

費 

送配水施設等改良費 199,882 123,357 61.7 46,837 76,520 163.4 
受託水道施設改良費 37,300 29,957 80.3 24,500 5,457 22.3 
固定資産購入費 1,389 660 47.5 595 65 10.9 

小 計 238,571 153,974 64.5 71,932 82,042 114.1 
企業債償還金 511,447 511,447 100.0 504,971 6,476 1.3 
投資 200,000 175,145 87.6 0 175,145 皆増 

計 950,018 840,566 88.5 576,903 263,663 45.7 
収支差引額 △559,012 △515,014 92.1 △268,153 △246,861 92.1 

 

 

３ 経営成績 

 

(1) 経常収支 

経常収益は、決算額 7 億 6,210 万円で、前年度と比較して 5,895 万 5千円（7.2％）の減

となっている。営業収益のうち、給水収益は 5億 3,074 万 2千円で、前年度と比較して 193

万円（0.4％）の減、営業外収益は、5,610 万 7 千円（20.1％）の減となっている。 

経常費用は、決算額 8 億 7,233 万 5 千円で、前年度と比較して 4,104 万 8 千円（4.5％）

の減となっている。営業費用の主なものは、減価償却費 4 億 4,225 万 8 千円、原水及び浄

水費 1 億 8,709 万 9 千円で、営業外費用の主なものは、支払利息 1 億 3,792 万 2 千円とな

っている。 

以上の結果から、経常収益と経常費用の差額（経常損益）は、1 億 1,023 万 5 千円で、特

別損益を加算した令和５年度の純損失は、1億 2,376 万 1 千円となっている。 
 

  (単位：千円、％、税抜) 

  
令和５年度 令和４年度 

比較増減 
(A-B) 

増減率 
(A-B)/B 決 算 額 

(A) 
決 算 額 

(B) 

経 常 
収 益 

営業収益 538,865 541,713 △2,848 △0.5 

営業外収益 223,235 279,342 △56,107 △20.1 

   計 762,100 821,055 △58,955 △7.2 

経 常 
費 用 

営業費用 733,981 761,048 △27,067 △3.6 

営業外費用 138,354 152,335 △13,981 △9.2 

   計 872,335 913,383 △41,048 △4.5 

経常損益 △110,235 △92,328 △17,907 19.4 

特 別 
損 益 

特別利益 0 0 0 - 

特別損失 13,526 45,717 △32,191 △70.4 

当年度純利益 (純損失) △123,761 △138,045 14,284 △10.3 

総  収  益 762,100 821,055 △58,955 △7.2 

総  費  用 885,861 959,100 △73,239 △7.6 
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(2) 給水収益の状況 

現年度分の水道料金収入は 5 億 8,381 万 6 千円で、前年度と比較して 4,802 万 7 千円

（9.0％）の増となっている。内訳は、一般用が 5億 1,493 万 8 千円で、全体の 88.2％を占

め、次いで官公署用が 4,795 万円、愛媛大学医学部が 1,932 万 6千円の順となっている。 

使用水量は、一般用と愛媛大学医学部が減少しており、全体で 2万 2,082 ㎥（0.7％）の

減となっている。 

(単位：千円、％、㎥、税込) 

  

水 道 料 金 使 用 水 量 

令和５年度 
(A) 

令和４年度 
(B) 

増減率 
(A-B)/B 

令和５年度 
(C) 

令和４年度 
(D) 

増減率 
(C-D)/D 

一般用 514,938 468,006 10.0 3,116,995 3,138,932 △0.7 

愛媛大学医学部 19,326 23,513 △17.8 70,054 85,420 △18.0 

官公署用 47,950 44,033 8.9 171,484 159,710 7.4 

臨時用 1,602 237 575.9 4,048 601 573.5 

合 計 583,816 535,789 9.0 3,362,581 3,384,663 △0.7 

 

 

(3) 水道料金の収納状況 

調定額は、現年度分と過年度分を合わせて 6 億 995 万 7 千円で、そのうち収納額は 5 億

8,324 万 7千円（収納率 95.6%）、未納額 2,670 万 9千円、不納欠損額は 79 円となっている。 

現年度分の収納率は令和４年度99.3％、令和５年度99.0％と高い収納率を維持している。

未納額は、令和４年度 358 万 6千円、令和５年度 583 万円となっており増加傾向にある。 

また、徴収不能のため不納欠損額として処理された金額は、令和４年度 27万 5 千円、令

和５年度 79 円となっている。 

公平性の確保や経営の観点から、今後とも収納率の向上に努められたい。 

 

(単位：千円、％、税込) 

  
令和５年度 令和４年度 

調定額 
(A) 

収 納 額 
(B) 

未 納 額 不納欠損額 
収 納 率 

(B/A) 
収 納 率 

現年度分 583,816 577,986 5,830 0 99.0 99.3 

過年度分 26,141 5,261 20,879 0 20.1 23.6 

合 計 609,957 583,247 26,709 0 95.6 95.3 

 

 

(4) 費用使途別構成比 

主な費用の使途別構成比を見ると、減価償却費等が4億6,081万 1千円（構成比52.0％）、

次いで物件費その他が 1億 5,789 万 5 千円（構成比 17.8％）、支払利息等が 1億 3,792 万 2

千円（構成比 15.6％）となっている。 

また、減価償却費等は 1,345 万 1千円（2.8％）の減、物件費その他は 522万 4千円（3.2％）

の減で、新たな投資がない限り今後とも減少する見込みとなっている。 
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 (単位：千円、％、税抜) 

  
令和５年度 令和４年度 比較増減 

(A-B) 
増減率 
(A-B)/B 金額 (A) 構成比 金額 (B) 構成比 

人件費 38,073 4.3 40,135 4.2 △2,062 △5.1 

動力費 77,634 8.8 88,404 9.2 △10,770 △12.2 

物件費その他 157,895 17.8 163,119 17.0 △5,224 △3.2 

減価償却費等 460,811 52.0 474,262 49.4 △13,451 △2.8 

支払利息等 137,922 15.6 147,464 15.4 △9,542 △6.5 

特別損失 13,526 1.5 45,716 4.8 △32,190 △70.4 

合 計 885,861 100.0 959,100 100.0 △73,239 △7.6 

 

 

４ 財政状態 

資産の部は、合計額が 141 億 4,874 万 3 千円で、前年度と比較して 4 億 4,958 万 7 千円

（3.1％）の減となっている。その内訳は、固定資産が 122 億 9,084 万 6 千円、流動資産が 18

億 5,789 万 7 千円であり、資産合計の 86.9％が固定資産となっている。流動資産の減少は、

国債等の購入により現金預金が減少したことによるものである。 

負債・資本の部は、合計額が資産と同額の 141 億 4,874 万 3 千円で、その内訳は、固定負

債が 67 億 3,737 万 9 千円、流動負債が 6 億 814 万 8千円、繰延収益が 35億 6,903 万 6 千円、

資本金が 48 億 242 万 4 千円の黒字、剰余金が 15 億 6,824 万 4 千円の赤字であり、負債・資

本合計の 47.6％が固定負債となっている。 

        (単位：千円、％、税抜) 

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部 

項  目 
令和５年度 

(A) 
令和４年度 

(B) 
増減率 
(A-B)/B 

項   目 
令和５年度 

(C) 
令和４年度 

(D) 
増減率 
(C-D)/D 

固定資産 12,290,846 12,434,267 △1.2 固定負債 6,737,379 7,258,456 △7.2 

流動資産 1,857,897 2,164,063 △14.1 流動負債 608,148 595,175 2.2 

(減価償却累積) △9,143,701 △8,740,338 4.6 繰延収益 3,569,036 3,664,423 △2.6 

    資本金 4,802,424 4,524,759 6.1 
    剰余金 △1,568,244 △1,444,483 8.6 
     (資本剰余金） 60,216 60,216 0.0 
     (利益剰余金） △1,628,460 △1,504,699 8.2 

合 計 14,148,743 14,598,330 △3.1 合 計 14,148,743 14,598,330 △3.1 

 

 

５ 企業債の残高状況 

令和４年度末における企業債残高は、77億 6,990 万 3 千円で、令和５年度中の新たな企業

債の発行はなく、元金を 5 億 1,144 万 7千円償還し、令和５年度末残高は 72 億 5,845 万 6千

円となっている。 

今後、企業債の発行がゼロの前提の下で、元利償還額と未償還残高を年度別に見たものが

企業債償還予定表である。 

次年度の元利償還額は 6億 4,936 万 8 千円が見込まれ、その後も当面の間は、概ね 6億円

台の償還予定となっている。 

(単位：千円) 

  令和４年度末残高 
年 度 中 異 動 

令和５年度末残高 
借 入 額 償 還 額 

企業債残高 7,769,903 0 511,447 7,258,456 
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企業債償還予定表 
 (単位：千円、％)  

年度 元利償還額 前年度比 期末残高 年度 元利償還額 前年度比 期末残高 

令和 6 649,368     - 6,737,379 令和 12 615,549 94.8 3,432,020 

令和 7 649,368 100.0 6,206,481 令和 13 593,240 96.4 2,894,928 

令和 8 649,368 100.0 5,665,567 令和 14 518,230 87.4 2,423,186 

令和 9 649,368 100.0 5,114,439 令和 15 482,400 93.1 1,978,690 

令和 10 649,369 100.0 4,552,894 令和 16 431,576 89.5 1,576,843 

令和 11 649,058 99.9 3,981,038 令和 17 358,053 83.0 1,241,340 

 

 

６ 財務の分析 

固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合を示すもので、比率が高けれ

ば資本の固定化の傾向にある。本市は 86.87％で全国平均と同水準となっている。 

固定負債構成比率は、総資本に対する固定負債の占める割合を示すもので、比率が低いほ

ど経営の安全性が高い。本市は 47.62％で全国平均値を上回っているのは、企業債を財源とし

て短期間に設備投資を行ったことによるものである。 

自己資本構成比率は、総資本に対する自己資本の占める割合を示すもので、比率が高いほ

ど経営の安全性が高い。本市は 48.08％で全国平均より低い値となっているのは、平成 11年

度から平成 29年度の統合簡易水道事業の実施において、多額の企業債を発行したことによる

ものである。 

固定資産対長期資本比率は、自己資本と固定負債の合計額に対する固定資産の割合を示す

もので、比率が低いほど財務の安全性が高い。固定資産の調達が自己資本と固定負債の範囲

内で行われるべきであるとの立場から、100％以下であることが望ましく、本市は 90.77％で

全国平均と同水準となっている。 

流動比率は、1 年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債とを比較するも

ので、比率が高いほど財務の安全性が高い。100％を下回ると不良債務が発生していることに

なり、本市は 305.50％で全国平均は下回っているものの、不良債務は発生していない。 

総収益対総費用比率（総収支比率）は、総収益と総費用の総体的な関連を示すもので、100％

を下回ると赤字経営である。本市は 86.03％で赤字経営となっているのは、減価償却費が大き

な原因となっており、長期的には改善に向かうと見込まれる。 

営業収益対営業費用比率（営業収支比率）は、営業費用が営業収益によってどの程度賄わ

れているかを示すもので、比率は高いほど良い。100％を下回ると営業損失が生じていること

になり、本市は 74.23％で全国平均を下回っている。 

企業債償還元金対減価償却費比率は、企業債償還元金とその主要な償還財源である減価償

却費との割合で企業債の償還能力を示しており、比率が低いほど償還能力が高い。一般的

に、100％を超えると再投資を行うにあたって企業債等の外部資本に依存する必要が生じ

る。本市は 115.64％で、企業債償還元金が令和 11年度まで増加する見込みの中、減価償却

費は平成 30 年度にピークを迎えていることから、当面の間は 100％を上回るものと予測さ

れる。 
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  (単位：％、回) 

 令和５年度 令和４年度 全国平均 

構成比率 

固定資産構成比率 86.87 85.18 86.69 

固定負債構成比率 47.62 49.72 28.52 

自己資本構成比率 48.08 46.20 67.52 

財務比率 
固定資産対長期資本比率 90.77 88.80 90.27 

流動比率 305.50 363.60 335.82 

収 益 率 
総収益対総費用比率（総収支比率） 86.03 85.61 109.15 

営業収益対営業費用比率（営業収支比率） 74.23 71.93 89.61 

回 転 率 

固定資産回転率(回) 0.044 0.043 0.077 

流動資産回転率(回) 0.271 0.251 0.502 

未収金回転率(回) 7.632 9.302 6.184 

企業債償還元金対減価償却費比率 115.64 110.02 93.21 

(注) 1. 地方公営企業決算統計検収調書経営分析表、水道事業経営指標（令和４年度）による。 

2. 全国平均は、給水人口 3 万人以上 5 万人未満の法適用事業体の数値である。 

 

７ むすび  

令和５年度の経営成績については、総収益が 7 億 6,210 万円で前年度に比べて 7.2％の減と

なっており、その主な要因は、令和４年度に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

金を活用した水道基本料金減免を行うにあたり、他会計負担金を充てていたが、令和５年度に

ついては、この様な他会計負担金による大きな収益が発生しなかったためである。総費用は 8

億 8,586 万 1 千円で前年度に比べて 7.6％の減となっており、その主な要因は、統合簡易水道

事業の完了に伴う減価償却費や平成 24 年度がピークであった支払利息等が減少したためであ

る。その結果、当年度純損失は 1億 2,376 万 1千円で前年度に比べて 10.3％の減となっており、

1,428 万 4千円改善している。 

財政状態については、経営の安全性を示す構成比率では、固定負債構成比率が 47.62％（全国

平均 28.52％）、自己資本構成比率が 48.08％（全国平均 67.52％）となっており、全国平均と比

較すると経営の安全性が低い数値となっているが、これらは企業債を財源として短期的に設備

投資を行った影響であると言える。 

財政運営の健全性や安定性を示す財務比率では、固定資産対長期資本比率が 90.77％（全国平

均 90.27％）、流動比率が 305.50％（全国平均 335.82％）となっており、良好な数値を示してい

る。収益性を示す収益率では、総収益対総費用比率が 86.03％（全国平均 109.15％）、営業収益

対営業費用比率が 74.23％（全国平均 89.61％）で赤字経営となっているが、減価償却費が大き

な原因となっており長期的には改善に向かうことが見込まれる。 

主な事業については、上林水源地改修工事、川内地区配水管更新工事（１工区）、川内地区重

要給水施設配水管耐震化工事（１工区）、下水道工事及び田窪第２工業団地整備事業に伴う水道

管移設工事等を実施しており、当年度末の給水人口は 3 万 2,107 人、普及率（対行政区域内人

口）は 97.37％、有収水量は約 336 万㎥、有収率 85.89％となっている。また、経営の効率化を

図ることにより、供給単価が 157.84 円、給水原価が 218.11 円となっており、供給単価に対す

る給水原価の割合をいう料金回収率は 72.37％で、前年度の 69.00％から 3.37％改善している。 

最後に、最大稼働率が 57.28％（全国平均 75.74％）となっていることから、現状では、過大



- 9 - 
 

な施設となっているため、ダウンサイジング等の実施など、中長期的な課題を含め、歳出削減

を行うとともに、更なる財源の確保を通じて健全な経営に努められたい。 
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東 温 市 下 水 道 事 業 会 計 

 

 

１ 事業の概要 

令和５年度末の処理人口は 2万 4,235 人で前年度と比較して 135 人（0.6％）の増、処理

戸数は 1万 1,233 戸で前年度と比較して 262 戸（2.4％）の増となっている。 

行政区域内人口に対する普及率は 79.87％で前年度と比較して 0.92％の増となっている。 

有収水量は 267 万 9,865 ㎥（一日平均 7,322 ㎥）であり、前年度と比較して約 1 万 6 千㎥

の減となっている。 

晴天時の１日当りの処理能力に対する日平均処理水量の割合をいう施設利用率は 50.30％

で、全国平均 50.2％と同水準となっている。 

有収水量１㎥あたりの汚水処理に要した費用をいう汚水処理原価は、179.39 円となってお

り、全国平均 175.39 円を上回っている。 

有収水量１㎥あたりの使用料収入をいう使用料単価は、185.96 円となっており、全国平均

151.69 円を上回っている。 

汚水処理原価と使用料単価の関係は、経営面からは「汚水処理原価≦使用料単価」が望ま

しく、概ね達成できている。 

工事の実施状況については、公共下水道事業において、志津川・横河原地区汚水管渠整備

（856ｍ）及びストックマネジメント計画に基づいた機械設備・電気設備改築更新工事（重信、

川内浄化センター）を行っている。 

 

 

 

下水道事業の実績 

項      目 単位 
令和５年度 

(A) 
令和４年度 

(B) 
比較増減 

(A-B) 
増減率 
(A-B)/B 

行政区域内人口 人、％ 32,974 33,157 △183 △0.6 

処理区域内人口 人、％ 26,336 26,179 157 0.6 

処理人口 人、％ 24,235 24,100 135 0.6 

処理戸数 戸、％ 11,233 10,971 262 2.4 

総汚水処理水量 ㎥、％ 2,592,778 2,547,201 45,577 1.8 

有収水量 ㎥、％ 2,679,865 2,695,888 △16,023 △0.6 

有収率 ％ 103.36 105.84 △2.48 (95.2) 

総汚泥処分量 ㎥、％ 21,431 22,245 △814 △3.7 

汚水管延長 千ｍ、％ 191 190 1 0.5 

普及率(対行政区域内人口) ％ 79.87 78.95 0.92 1.2 

普及率(対全体計画人口) ％ 110.28 109.63 0.65 0.6 

接続率 ％ 92.02 92.06 △0.04 0.0 

施設利用率 ％ 50.30 49.86 0.44 (50.2) 

最大稼働率 ％ 60.70 59.97 0.73 1.2 

汚水処理原価 (税抜き) 円 179.39 175.99 3.4 (175.39) 

使用料単価 (税抜き) 円 185.96 181.41 4.55 (151.69) 
(注) 1.下水道事業経営指標（令和４年度）による。 

2. (  )内の数値は全国平均を示す。全国平均は、公共下水道事業の処理区域内人口 1 万人以上 5 万人未満かつ、有

収水量密度 2.5 千㎥/ha 以上 5.0 千㎥/ha 未満かつ、供用開始後 15年以上 25 年未満の事業体の数値である。 
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２ 予算執行状況 

 

(1) 収益的収入及び支出 

収益的収入は、予算額 11 億 9,015 万 6 千円に対して決算額 11 億 3,029 万 9 千円で、執

行率は 95.0％となっている。前年度と比較して、決算額は 1億 1,278 万 5千円（9.1％）の

減となっている。 

収益的支出は、予算額 9 億 9,892 万 7 千円に対して決算額は 9 億 4,495 万 2 千円で、執

行率は 94.6％となっている。前年度と比較して、決算額は 1億 113 万 1 千円（9.7％）の減

となっている。 

なお、収益的支出が収益的収入を 1億 8,534 万 7千円下回っている。 

(単位：千円、％、税込) 

 令和５年度 令和４年度 
比較増減 

(B-C) 
増減率 
(B-C)/C 予算現額 

(A) 
決 算 額 

(B) 
執 行 率 

(B/A) 
決 算 額 

(C) 

収 
益 
的 
収 
入 

営業収益     576,627 549,001 95.2 538,104 10,897 2.0 
営業外収益 552,918 525,284 95.0 666,485 △141,201 △21.2 
特別利益 60,611 56,014 92.4 38,495 17,519 45.5 

計 1,190,156 1,130,299 95.0 1,243,084 △112,785 △9.1 

収 
益 
的 
支 
出 

営業費用 878,829 823,675 93.7 923,458 △99,783 △10.8 
営業外費用 115,338 121,172 105.1 122,470 △1,298 △1.1 
特別損失 760 105 13.8 155 △50 △32.3 
予備費 4,000 0 0.0 0 0 - 

計 998,927 944,952 94.6 1,046,083 △101,131 △9.7 
収支差引額 191,229 185,347 96.9 197,001 △11,654 △5.9 

 (注)営業外費用には消費税納付税額等を含む。 

 

 

(2) 資本的収入及び支出 

資本的収入は、予算額 5 億 485 万円に対して決算額 4 億 4,995 万 1 千円で、執行率は

89.1％となっている。前年度と比較して、決算額は 8,607 万 3 千円（16.1％）の減となっ

ている。決算額の主なものは、企業債 1 億 4,310 万円、他会計補助金 2 億 1,786 万円とな

っている。 

資本的支出は、予算額 8 億 1,068 万 5 千円に対して決算額 7 億 4,491 万円で、執行率は

91.9％となっている。前年度と比較して、決算額は 8,854 万 5 千円（10.6％）の減となっ

ている。決算額は、企業債償還金（元金）5 億 3,015 万 8 千円、建設改良費として管路建設

費 1億 9,096 万 8 千円、処理場建設改良費 2,378 万 4 千円となっている。 

なお、資本的支出が資本的収入を 2 億 9,495 万 9 千円上回っており、内部留保資金と剰

余金処分額から補てんしている。 
(単位：千円、％、税込) 

 令和５年度 令和４年度 
比較増減 

(B-C) 
増減率 
(B-C)/C 予算現額 

(A) 
決 算 額 

(B) 
執 行 率 

(B/A) 
決 算 額 

(C) 

資 
本 
的 
収 
入 

企業債 188,800 143,100 75.8 201,400 △58,300 △28.9 
他会計補助金 217,892 217,860 100.0 217,427 433 0.2 
補助金 82,250 73,881 89.8 96,790 △22,909 △23.7 

負担金 15,908 15,110 95.0 20,407 △5,297 △26.0 
計 504,850 449,951 89.1 536,024 △86,073 △16.1 

資 
本 
的 
支 
出 

建設 

改良 

費 

管路建設費 228,054 190,968 83.7 231,881 △40,913 △17.6 
処理場建設改良費 52,472 23,784 45.3 83,502 △59,718 △71.5 

小 計 280,526 214,752 76.6 315,383 △100,631 △31.9 

企業債償還金 530,159 530,158 100.0 518,072 12,086 2.3 
計 810,685 744,910 91.9 833,455 △88,545 △10.6 

収支差引額 △305,835 △294,959 96.4 △297,431 2,472 △0.8 
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３ 経営成績 

 

(1) 経常収支 

経常収益は、決算額 10 億 2,445 万 1 千円で、前年度と比較して 1 億 3,123 万 3 千円

（11.4％）の減となっている。営業収益のうち、下水道使用料は 4 億 9,835 万 4 千円で前

年度を 929 万 6千円上回り、営業外収益は 1億 4,120 万円（21.2％）の減となっている。 

経常費用は、決算額 8億 9,924 万 2千円で、前年度と比較して 1億 714万 9千円（10.6％）

の減となっている。営業費用の主なものは、減価償却費 4億 8,817 万 4 千円、処理場費 2 億

4,475 万 9千円で、営業外費用の主なものは、支払利息 1億 160 万 9千円となっている。 

以上の結果から、経常収益と経常費用の差額（経常損益）は、1 億 2,520 万 8 千円で、特

別損益を加算した令和５年度の純利益は、1億 8,112 万 6 千円となっている。 
 

  (単位：千円、％、税抜) 

  
令和５年度 令和４年度 

比較増減 
(A-B) 

増減率 
(A-B)/B 決 算 額 

(A) 
決 算 額 

(B) 

経 常 
収 益 

営業収益 499,166 489,199 9,967 2.0 

営業外収益 525,285 666,485 △141,200 △21.2 

   計 1,024,451 1,155,684 △131,233 △11.4 

経 常 
費 用 

営業費用 797,612 897,690 △100,078 △11.1 

営業外費用 101,630 108,701 △7,071 △6.5 

   計 899,242 1,006,391 △107,149 △10.6 

経常損益 125,208 149,292 △24,084 △16.1 

特 別 
損 益 

特別利益 56,014 38,495 17,519 45.5 

特別損失 96 141 △45 △31.9 

当年度純利益 (純損失) 181,126 187,646 △6,520 △3.5 

総  収  益 1,080,465 1,194,179 △113,714 △9.5 

総  費  用 899,338 1,006,532 △107,194 △10.6 

 

 

 

(2) 下水道使用料の状況 

現年度分の下水道使用料収入は 5 億 4,817 万 4 千円で、前年度と比較して 1,021 万円

（1.9％）の増となっている。内訳は、一般用が 3億 4,586 万 8 千円で、全体の 63.1％を占

め、事業所用が 1億 2,761 万 2千円、愛媛大学医学部が 3,486 万 7 千円となっている。 

汚水量は、愛媛大学医学部や事業所用等が減少し一般用が微増したことにより、全体で 1

万 6,023 ㎥（0.6％）の減となっている。 

(単位：千円、％、㎥、税込) 

  
下水道使用料 汚 水 量 

令和５年度 
(A) 

令和４年度 
(B) 

増減率 
(A-B)/B 

令和５年度 
(C) 

令和４年度 
(D) 

増減率 
(C-D)/D 

一般用 345,868 333,453 3.7 1,863,621 1,848,400 0.8 

愛媛大学医学部 34,867 38,886 △10.3 125,482 145,163 △13.6 

事業所用 127,612 127,720 △0.1 487,678 503,389 △3.1 

その他 39,827 37,905 5.1 203,084 198,936 2.1 

合 計 548,174 537,964 1.9 2,679,865 2,695,888 △0.6 
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(3) 下水道使用料の収納状況 

調定額は、現年度分と過年度分を合わせて 5 億 6,018 万 3 千円で、そのうち収納額は 5

億 4,731 万 9 千円（収納率 97.7%）、未納額 1,286 万 4 千円、不納欠損額は 99 万円となって

いる。 

現年度分の収納率は令和４年度 99.3％、令和 5年度 99.2％となっており高い収納率を維

持している。未納額は、令和４年度 360 万円、令和５年度 455 万 2 千円となっており増加

傾向である。 

また、徴収不能のため不納欠損額として処理された金額は、令和４年度 65万円、令和５

年度 99 万円となっている。 

公平性の確保や経営の観点から、今後とも収納率の向上に努められたい。 

 

(単位：千円、％、税込) 

  
令和５年度 令和４年度 

調定額 
(A) 

収 納 額 
(B) 

未 納 額 不納欠損額 
収 納 率 

(B/A) 
収 納 率 

現年度分 548,189 543,637 4,552 - 99.2 99.3 

過年度分 11,994 3,682 8,312 990 30.7 30.2 

合 計 560,183 547,319 12,864 990 97.7 97.7 

 

 

 

(4) 費用使途別構成比 

主な費用の使途別構成比を見ると、減価償却費等が4億8,830万 8千円（構成比54.3％）、

次いで物件費その他が 2億 2,207 万 1 千円（構成比 24.7％）、支払利息等が 1億 160 万 9千

円（構成比 11.3％）等となっている。 

また、減価償却費等は 1 億 876 万 1 千円（18.2％）の減、支払利息等は 674 万 1 千円

（6.2％）の減となっている。 

 

 (単位：千円、％、税抜) 

  
令和５年度 令和４年度 比較増減 

(A-B)  

増減率 
(A-B)/B 金額 (A) 構成比 金額 (B) 構成比 

人件費 44,750 5.0 38,884 3.9 5,866 15.1 

動力費 42,504 4.7 46,543 4.6 △4,039 △8.7 

物件費その他 222,071 24.7 215,545 21.4 6,526 3.0 

減価償却費等 488,308 54.3 597,069 59.3 △108,761 △18.2 

支払利息等 101,609 11.3 108,350 10.8 △6,741 △6.2 

特別損失 96 0.0 141 0.0 △45 △31.9 

合 計 899,338 100 1,006,532 100.0 △107,194 △10.6 
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４ 財政状態 

資産の部は、合計額が 158 億 5,785 万 6 千円で、前年度と比較して 2 億 7,234 万 4 千円

（1.7％）の減となっている。その内訳は、固定資産が 155 億 3,475 万 2 千円、流動資産が 3

億 2,310 万 4 千円であり、資産合計の 98.0％が固定資産となっている。 

負債・資本の部は、合計額が資産と同額の 158 億 5,785 万 6 千円で、その内訳は、繰延収

益が 63 億 9,472 万 5 千円、固定負債が 58 億 2,727 万 3 千円、剰余金が 17 億 6,071 万 7 千

円、資本金が 11 億 7,886 万円、流動負債が 6 億 9,628 万 1 千円であり、負債・資本合計の

36.7％が固定負債となっている。 

 

        (単位：千円、％、税抜) 

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部 

項  目 
令和５年度 

(A) 
令和４年度 

(B) 
増減率 
(A-B)/B 

項   目 
令和５年度 

(C) 
令和４年度 

(D) 
増減率 
(C-D)/D 

固定資産 15,534,752 15,820,649 △1.8 固定負債 5,827,273 5,784,758 0.7 

流動資産 323,104 309,551 4.4 流動負債 696,281 1,087,268 △36.0 

(減価償却累積) △2,090,058 △1,603,605 30.3 繰延収益 6,394,725 6,508,295 △1.7 

    資本金 1,178,860 1,178,860 0.0 
    剰余金 1,760,717 1,571,019 12.1 
     (資本剰余金） 1,083,641 1,075,070 0.8 
     (利益剰余金） 677,076 495,949 36.5 

合 計 15,857,856 16,130,200 △1.7 合 計 15,857,856 16,130,200 △1.7 

 

 

 

５ 企業債の残高状況 

令和４年度末における企業債残高は、67 億 5,231 万 6 千円で、令和５年度に新たに 1 億

4,310 万円の企業債を発行し、元金を 5億 3,015 万 8 千円償還し、令和５年度末残高は 63 億

6,525 万 8千円となっている。 

今後、企業債の発行がゼロの前提の下で、元利償還額と未償還残高を年度別に見たものが

企業債償還予定表である。 

次年度の元利償還額は 6億 3,246 万 3 千円が見込まれ、その後は概ね 6 億円から 3 億円の

償還予定となっている。 

 

(単位：千円) 

  令和４年度末残高 
年 度 中 異 動 

令和５年度末残高 
借 入 額 償 還 額 

企業債残高 6,752,316 143,100 530,158 6,365,258 

 
企業債償還予定表 

 (単位：千円、％)  

年度 元利償還額 前年度比 期末残高 年度 元利償還額 前年度比 期末残高 

令和 6 632,463     - 5,827,273 令和 12 507,646 91.5 2,701,150 

令和 7 633,793 100.2 5,278,827 令和 13 411,513 81.1 2,324,411 

令和 8 629,841 99.4 4,725,031 令和 14 355,954 86.5 1,997,297 

令和 9 599,081 95.1 4,192,872 令和 15 307,485 86.4 1,713,604 

令和 10 579,666 96.8 3,671,465 令和 16 249,388 81.1 1,483,608 

令和 11 554,563 95.7 3,166,839 令和 17 227,412 91.2 1,272,197 
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６ 財務の分析 

固定資産構成比率は、総資産に対する固定資産の占める割合を示すもので、比率が高けれ

ば資本の固定化の傾向にある。本市は 97.96％で全国平均と同水準となっている。 

固定負債構成比率は、総資本に対する固定負債の占める割合を示すもので、比率が低いほ

ど経営の安全性が高い。本市は 36.75％で全国平均値を上回っている。これは、短期間に設備

投資を行ったことによるものである。 

自己資本構成比率は、総資本に対する自己資本の占める割合を示すもので、比率が高いほ

ど経営の安全性が高い。本市は 58.86％で全国平均より低い値となっている。これは、平成７

年度に着手し現在も整備中の公共下水道事業の実施において、多額の企業債を発行したこと

によるものである。 

固定資産対長期資本比率は、自己資本と固定負債の合計額に対する固定資産の割合を示す

もので、比率が低いほど財務の安全性が高い。また、固定資産の調達が自己資本と固定負債

の範囲内で行われるべきであるとの立場から、100％以下であることが望ましく、本市は

102.46％で全国平均と同水準となっている。 

流動比率は、1 年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債とを比較するも

ので、比率が高いほど財務の安全性が高い。100％を下回ると不良債務が発生していることに

なるが、本市は 46.40％で全国平均を下回っている。 

総収益対総費用比率（総収支比率）は、総収益と総費用の総体的な関連を示すもので、100％

を下回ると赤字経営である。本市は 120.14％で黒字経営となっている。 

営業収益対営業費用比率（営業収支比率）は、営業費用が営業収益によってどの程度賄わ

れているかを示すもので、比率は高いほど良い。100％を下回ると営業損失が生じていること

になり、本市は 62.58％で全国平均を下回っている。 

企業債償還額対減価償却額比率は、企業債償還元金とその主要な償還財源である減価償却

費との割合で企業債の償還能力を示しており、比率が低いほど償還能力が高い。一般的に、

100％を超えると再投資を行うにあたって企業債等の外部資本に依存する必要が生じる。現

在本市は 108.60％であるが、令和８年度をピークに企業債償還元金が増加していく見込み

であるため、今後悪化することが予測される。 

 

  (単位：％、回) 

 令和５年度 令和４年度 全国平均 

構成比率 

固定資産構成比率 97.96 98.06 96.9 

固定負債構成比率 36.75 35.85 30.1 

自己資本構成比率 58.86 57.38 65.7 

財務比率 
固定資産対長期資本比率 102.46 105.17 101.2 

流動比率 46.40 28.74 73.5 

収 益 率 
総収益対総費用比率（総収支比率） 120.14 118.64 105.1 

営業収益対営業費用比率（営業収支比率） 62.58 54.50 65.0 

回 転 率 

固定資産回転率(回) 0.032 0.031 0.04 

流動資産回転率(回) 1.568 1.826 1.23 

自己資本回転率(回) 0.054 0.053 0.06 

企業債償還額対減価償却額比率 108.60 97.51 137.2 

(注) 1. 下水道事業経営指標（令和４年度）による。 

2. 全国平均は、下水道事業の法適用事業体の数値である。 
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７ むすび  

令和５年度の経営成績については、総収益が 10億 8,046 万 5千円で前年度に比べ 9.5％の減

となっており、その主な要因は一般会計繰入金の減によるものである。総費用は 8 億 9,933 万

8 千円で前年度に比べ 10.6％の減となっており、その主な要因は、減価償却費等の減によるも

のである。その結果、当年度純利益は 1 億 8,112 万 6 千円で前年度に比べ 3.5％の減となって

おり、652 万円悪化している。 

財政状態については、経営の安全性を示す構成比率では、固定負債構成比率が 36.75％（全国

平均 30.1％）、自己資本構成比率が 58.86％（全国平均 65.7％）となっており、全国平均と比較

すると経営の安全性が低い数値となっているが、過年度からの設備投資による結果と言える。

財政運営の健全性や安定性を示す財務比率では、固定資産対長期資本比率が 102.46％（全国平

均 101.2％）、流動比率が 46.40％（全国平均 73.5％）となっており、流動資産が少なく財政的

安全性が低い状態であるが、法適用直後で流動資産が少ない一方で、設備投資による流動負債

が多い結果と言える。収益性を示す収益率では、総収益対総費用比率が 120.14％（全国平均

105.1％）で黒字経営となっている。一方、営業収益対営業費用比率は 62.58％（全国平均 65.0％）

で全国平均を下回っているが、その主な原因は減価償却費で長期的には改善に向かうと見込ま

れる。 

主な事業については、公共下水道事業において令和８年度を目標とした汚水処理の 10年概成

に向けた汚水管渠整備やストックマネジメント手法に基づく浄化センターの改築更新工事等を

実施し、当年度末の処理人口は 2万 4,235 人、普及率（対行政区域内人口）は 79.87％、有収水

量は約 267 万 9千㎥、有収率 103.36％となっている。また、汚水処理原価が 179.39 円、使用料

単価が 185.96 円となっており、使用料単価に対する汚水処理原価の割合をいう経費回収率は

103.66％で、使用料で賄うべき経費を適正に回収できていると言える。 

なお、合併処理浄化槽の維持管理に係る費用と下水道使用料単価との関係については、公平

性の観点により、関係機関と連携し、汚水処理手法間の受益者負担の均衡に配慮した汚水処理

施策に努められたい。 

最後に、過年度下水道使用料収納率が令和４年度に引き続き微増していることから、今後も

引き続き、経営改善と公平性の確保の観点から収納率の向上に努められたい。 

 

 

 


